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証券コード　３８２４
平成29年８月９日

株　主　各　位
福岡県福岡市中央区薬院一丁目1番1号
メ デ ィ ア フ ァ イ ブ 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 上 野 　 英 理 也

第21期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第21期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年８月23日（水曜日）午後６時まで

に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年８月24日（木曜日）午前10時
２．場 　 　 所 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目7番21号

タカクラホテル福岡　２階　「富士の間」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第21期（平成28年６月１日から平成29年５月31日まで）事業
報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第21期（平成28年６月１日から平成29年５月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.media5.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位



2017/07/27 9:06:42 / 17292657_メディアファイブ株式会社_招集通知

（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策や金融政策等の効果

により緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、中国経済の減速、

英国のEU離脱問題等による金融及び株価市場の不安定な動きなど、依然として

先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス業界では、ＩＴ関連投資及び首都圏にお

ける高度ＩＴ人材の需要は継続するものと考えられます。

このような環境の中、ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループ

及びソリューション事業運用・サポートグループは、東京地区への人員の配置

等を積極的に行い、新規取引先及び既存取引先において稼働者数を伸ばしたこ

とで、売上高が増加いたしました。なお、優秀な人材の囲い込みを目的に、Ｉ

Ｔエンジニアの技術力向上や作業能力の実績等に応じて労務費も上昇させてお

ります。また、福岡・東京間の人員配置による転勤諸費用等で販売費及び一般

管理費が増加しております。

ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループは、前連結会計年度に

引き続き、安定的にシステム開発案件を受注しております。引き続き、中小企

業のＩＴを支援する「OFFICE DOCTOR」サービスを軸にワンストップ型ソリュー

ション提案を推し進めております。

工事関連事業は、当連結会計年度期首よりやや低調に推移しておりましたが、

徐々に回復傾向にあります。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,360,926千円、売上総利益

500,297千円、営業利益44,547千円、経常利益33,006千円、親会社株主に帰属す

る当期純利益13,644千円となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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セグメント別の状況は次のとおりであります。

ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループは、高度ＩＴ人材の需

要が高い東京地区への人員の配置等を積極的に行い、新規取引先及び既存取引

先において稼働者数を伸ばしてまいりました。その結果、当連結会計年度にお

ける売上高は906,041千円、セグメント利益は181,300千円となりました。

ソリューション事業運用・サポートグループ

　ソリューション事業運用・サポートグループは、東京地区を中心に、大規模

な基幹システムの運用・サポート業務に従事しており、高スキルを背景とした

高収益性グループの特色を出し、政策的に営業活動を行っております。その結

果、当連結会計年度における売上高は263,076千円、セグメント利益は55,827

千円となりました。

ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループは、前連結会計年度に

引き続き、安定的に中規模・小規模のシステム開発案件を受注しております。

また、中小企業のＩＴを支援する比較的ライトな「OFFICE DOCTOR」サービス

は、取引社数・取引金額ともに増加しております。その結果、当連結会計年度

における売上高は99,708千円、セグメント利益は10,630千円となりました。

工事関連事業

　工事関連事業は、福岡県の各種テナント・賃貸ビル等の内装工事・外装工事

を中心に事業を行っております。前連結会計年度に引き続き既存先への提案

型営業を強化し、新規案件獲得の動きに注力いたしました。その結果、当連結

会計年度における売上高は69,867千円、セグメント利益は3,407千円となりま

した。

飲食事業

　飲食事業は、平成28年４月に事業を譲受けたスイス料理ハウゼの店舗運営に

関する事業であります。当連結会計年度における売上高は22,556千円、セグメ

ント損失は11,923千円となりました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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②設備投資の状況

　当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は、30,481千円であ

り、その主要な内容は、保育園設備改装費24,436千円、保育園用機器等の購入

1,911千円、社内ネットワーク用機器等の購入2,031千円等であります。なお、

保育園設備開設は助成金10,668千円を圧縮記帳しております。

③資金調達の状況

　当連結会計年度中の増資、社債発行等による資金調達はありません。

　なお、設備投資資金は、自己資金により充当しました。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 18 期

(平成26年５月期)
第 19 期

(平成27年５月期)
第 20 期

(平成28年５月期)

第 21 期
(当連結会計年度)

(平成29年５月期)

売 上 高(千円) 1,048,849 1,092,989 1,278,568 1,360,926

経 常 利 益(千円) 27,098 42,248 68,378 33,006

親会社株主に帰属

する当期純利益
(千円) 16,855 18,031 59,751 13,644

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
(円) 19.89 21.27 70.49 15.80

総 資 産(千円) 467,873 502,439 612,030 606,057

純 資 産(千円) 285,283 307,477 400,303 403,724

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 335.17 360.33 463.38 467.49

②当社の財産及び損益の状況

区 分
第 18 期

(平成26年５月期)
第 19 期

(平成27年５月期)
第 20 期

(平成28年５月期)

第 21 期
(当事業年度)
(平成29年５月期)

売 上 高(千円) 956,550 1,011,806 1,212,235 1,291,383

経 常 利 益(千円) 17,747 38,447 72,952 29,613

当 期 純 利 益(千円) 9,999 16,075 59,306 10,889

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
(円) 11.80 18.97 69.96 12.61

総 資 産(千円) 426,246 471,162 581,504 574,490

純 資 産(千円) 269,911 289,283 383,593 384,386

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 318.44 341.30 444.18 445.10

－ 5 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　当社には親会社はありません。

②重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社匠工房 10百万円 100％
建設設計、管理並びに施工、内装、外装工事

等

(4) 対処すべき課題

　当社グループの主要事業であるソリューション事業を取り巻く情報サービス業

界を全般的にながめますと、競争激化の傾向にあります。当社グループが優位性

を確保するためには、以下のような課題に対処していく必要があると考えており

ます。

①人材の確保

　当社グループの主要事業であるソリューション事業においては、技術の高度化

やシステムの複雑化に対応できる優秀な人材の確保が必要であると認識してお

ります。

　当社グループは、このような課題に対処するために、採用の強化、教育の強

化、優秀な人材の確保に努める方針を掲げております。採用の強化に関しまして

は、企業ブランドを確立し、マスメディアでの広告やホームページにおいて当社

グループの特徴・強みや、適正な労務管理、キャリア育成の優位性などを積極的

にアピールし、採用活動を行ってまいります。教育の強化に関しましては、ＩＴ

エンジニアとしての技術的側面の教育及びサービス力向上のための育成に注力

してまいります。優秀な人材の確保に関しましては、更なる雇用条件の改善や実

力主義かつ福利厚生の充実した給与体系の整備を行ってまいります。

②営業・採用地域の拡大

　当社グループは、福岡地区と東京地区を中心に営業活動を行っておりますが、

稼働しているＩＴエンジニアの約40％が福岡県、約60％が東京都・神奈川県に集

中しております。経済産業省が公表している地域別のソフトウエア業務の売上

高は、東京都・神奈川県に約70％が集中しているという事実から考えると地域依

存リスクが高く、今後の収益拡大が限定的になる可能性があると認識しておりま

－ 6 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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す。

　当社グループは、このような課題に対処するために、平成19年11月に東京営業

所を開設し、首都圏を中心に営業活動を強化しております。また、平成26年６月

１日より、東京地区を中心に運用・サポート業務の拡大を図る目的で「運用・サ

ポート本部」を設立いたしました。当面は、育成の拠点は、福岡県福岡市を中心

に行うことを考えておりますが、採用におきましては、福岡地区及び東京地区共

に強化をはかり、なおかつＩＴエンジニアのキャリアプランを考慮しながら、人

員配置を計画的に実施し、更なる業容の拡大に努めてまいりたいと考えておりま

す。

③プロジェクト管理の強化

　当社グループのソリューション事業の中でも受託開発案件においては、顧客の

要求する品質・性能のソフトウエアを定められた期日に納める必要があるため、

生産工程の非効率化や工程遅延により、プロジェクト（案件）の採算性が悪化す

る可能性があると認識しております。

　当社グループは、このような課題に対処するために、過去の失敗事例やノウハ

ウを蓄積したマニュアルの閲覧・徹底、見積りの精度向上、進捗会議の開催頻度

の増加等により、プロジェクト管理の強化に取り組んでいく方針であります。

④採算性の高い案件の獲得

　当社グループの主要事業であるソリューション事業の中でも受託開発案件に

おいては、上記③の採算性悪化リスクはあるものの、グループ内での生産性を高

めることで、高い利益率を確保できる可能性があるだけでなく、プロジェクトリ

ーダークラスのＩＴエンジニア育成及びＩＴエンジニアの帰属意識の醸成に良

好な影響を与えると考えております。したがって、今後の企業価値向上のために

は、受託開発案件も積極的に取り込んでいく必要があると認識しております。

　当社グループは、このような課題に対処するために、受託開発案件の獲得及び

OFFICE DOCTORサービスの推進に力を注ぐため営業力の強化を行うとともに、Ｉ

Ｔエンジニアの技術力・サービス力・営業力をさらに高めていきたいと考えてお

ります。

－ 7 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成29年５月31日現在）

　当社グループの、各セグメントに係る主な事業内容は、概ね次のとおりであり

ます。

①ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループは、プログラマ、シス

テムエンジニア等のＩＴエンジニアを顧客へ提供し、業務支援を行う事業で

す。主な対象業務はプログラム製造業務、ネットワーク構築及び保守・運用業

務等であります。対象システムは多岐にわたる業務用システムを中心とし、使

用する開発言語も多種多様であります。受注形態は「役務提供契約」、労働者

派遣法（許可・指定番号：派40－01－0197）に基づく「人材派遣契約」があり

ます。

②ソリューション事業運用・サポートグループ

　ソリューション事業運用・サポートグループは、東京地区を中心に、大規模

な基幹システムの運用・サポート業務に従事しており、高スキルを背景とした

高収益性グループであります。

③ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループは、顧客が要求するシ

ステムについて、ソフトウエア開発を受託する事業と、OFFICE DOCTORを始め

とする保守・運用サービスの提供及びサーバの提供等です。ソフトウエア開発

の対象システムはＷｅｂ系の各種ネットワークシステム、業務系アプリケーシ

ョンシステム、Ｗｅｂサイト制作等で、開発言語はＪａｖａやＰＨＰ等顧客ニ

ーズに合わせた言語が主流であります。ソフトウエア開発の受注形態は、顧客

から提示される仕様書に従ってソフトウエアを開発・納品する一括請負契約で

あり、保守・運用サービスの提供及びサーバの提供については、受注形態は保

守・製品販売契約であります。

－ 8 －

主要な事業内容
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④工事関連事業

　工事関連事業は、当社の連結子会社である株式会社匠工房による、各種テナ

ント・賃貸ビル等の建設設計・管理並びに施工・内装工事・外装工事等を行う

事業であり、オフィスのＩＴ環境構築の提案などを手がけております。

⑤飲食事業

　飲食事業は、平成28年４月に事業を譲受けたスイス料理ハウゼの店舗運営に

関する事業であります。

－ 9 －

主要な事業内容
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(6) 主要な事業所（平成29年５月31日現在）

①当社

 事業所 所在地

本 社 福岡県福岡市中央区

東 京 営 業 所 東京都港区

ハ ウ ゼ 店 舗 福岡県福岡市中央区

保 育 園 福岡県福岡市中央区

②子会社

会社名 所在地

株式会社匠工房 福岡県福岡市博多区

(7) 使用人の状況（平成29年５月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

195（11）名 △2（4)名

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員数は、年間の平均人員を（　）外数で記載してお
ります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

194（11）名 △2（4)名 32.1歳 4.6年

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員数は、年間の平均人員を（　）外数で記載してお
ります。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年５月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 6,000千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 10 －

主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項、株式の状況
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２．株式の状況（平成29年５月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 2,000,000株

(2) 発行済株式の総数 909,600株（自己株式46,000株を含む。）

(3) 株主数 308名

(4) 大株主上位10名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上野　英理也 239,600株 27.74％

メディアファイブ社員持株会 71,300 8.25

株式会社トライアンフコーポレーション 64,100 7.42

スリープログループ株式会社 44,400 5.14

サイブリッジグループ株式会社 41,500 4.80

秀島　正博 38,200 4.42

村山　孝 37,800 4.37

稲田　清崇 20,000 2.31

村山　滋 19,800 2.29

梅谷　雄一 18,000 2.08

(注)１．当社は、自己株式46,000株を保有しておりますが、上記大株主には記載

しておりません。

２．持株比率は自己株式を控除して算出しております。

－ 11 －
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３．新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成29年５月31日現在）

平成18年５月31日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

400個（新株予約権１個につき400株)

・新株予約権の目的である株式の種類及び数

普通株式　160,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり200,000円（１株当たり500円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成21年７月１日から平成31年６月30日まで

・新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地

位にあることを要する。ただし、当社並びに当社子会社の取締役及び監査役

を任期満了により退任した場合、当社取締役会において認められる場合には、

この限りではない。

・当社役員の保有状況

新 株 予 約 権 の 数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

330個 132,000株 1名

社 外 取 締 役 10個 4,000株 1名

監 査 役 20個 8,000株 2名

(注)　当社は、平成25年６月１日付で、株式１株につき200株の割合をもって株式分割を行っており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新

株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組み入れ額が調整されており

ます。

－ 12 －

新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年５月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

代表取締役社長 上　野　英理也

取 締 役 辻　　　俊　彦 株式会社イーツリーズ・ジャパン社外取締役

取 締 役 河　野　　　活 管理本部長兼社長室長、株式会社匠工房取締役

取 締 役 久多見　　　旭 ＢｔｏＣソリューション本部長

取 締 役 中　須　龍　二 運用・サポート本部長

取 締 役 田　村　真　治 ＢｔｏＢソリューション本部副本部長

取 締 役 稲　田　清　崇

常 勤 監 査 役 的　野　雅　一

監 査 役 秀　島　正　博
秀島公認会計士事務所代表者、日本乾溜工業株式会

社社外取締役、鳥越製粉株式会社社外監査役

監 査 役 桝　本　美　穂

（注）１．取締役辻俊彦氏は、社外取締役であります。

　　　２．監査役的野雅一氏及び監査役桝本美穂氏は、社外監査役であります。

　　　３．監査役秀島正博氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

　　　４．当社は、監査役的野雅一氏及び監査役桝本美穂氏を福岡証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は各社外役員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度

額としております。

－ 13 －

会社役員の状況
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 7名 55百万円

監 査 役 3名 9百万円

合 計 10名 64百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

　　　２．上記のうち社外役員３名（社外取締役１名及び社外監査役２名）に対する

報酬額は13百万円であります。

　　　３．取締役の報酬限度額は、平成28年８月25日開催の第20期定時株主総会にお

いて年額100百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と承認され

ております。

　　　４．監査役の報酬限度額は、平成28年８月25日開催の第20期定時株主総会にお

いて年額30百万円以内と承認されております。

(4) 社外役員に関する事項

①他の法人等の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係
・取締役辻俊彦氏は、株式会社イーツリーズ・ジャパンの社外取締役を兼務
しております。なお、当社と株式会社イーツリーズ・ジャパンとの間には、
特別の利害関係はございません。

②当事業年度における主な活動状況

・取締役会への出席状況及び監査役協議会、監査役会への出席状況

活動状況

取締役

辻　俊彦

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じて前
職での経験を活かし、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行い、経営監視機能を十分に発揮しました。

監査役

的野　雅一

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じて前
職での経験を活かした発言を行い、監査機能を十分に発揮しました。ま
た、監査役協議会１回、監査役会４回のすべてに出席し、監査結果につ
いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行いました。

監査役

桝本　美穂

当事業年度に開催された取締役会17回のうち就任後に開催された13回
すべてに出席し、必要に応じて弁護士としての経験を活かした発言を行
い、監査機能を十分に発揮しました。また、監査役会４回すべてに出席
し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行
いました。

－ 14 －
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　三優監査法人

(2) 報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 10,200千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

10,200千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に
はこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び

報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行っ

た上で、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に
おいて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人三優監査法人は、会社法第423条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定す
る最低責任限度額としております。

－ 15 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制（最終改定　平成27年４月17日）

　(1) 当社及び子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）の取締
役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　内部監査室を設置し、当社及び子会社の内部監査を定期的に実施することで、
各部門の活動状況が法令及び定款に適合することを確保するとともに、社内諸規
程及び運用マニュアルに準じて業務が適正及び効率的に行われていることの検証
を行う。加えて、当社代表取締役社長に内部監査状況を報告することで、当社代
表取締役社長は改善指示を行う。また、当社監査役は重要な会議に積極的に出席
するとともに、独立的な意見具申を行うほか、内部監査室や監査法人と連携をと
り業務監査や会計監査を行う。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報に関しては、法令や文書管理規程をはじめとす
る社内規程に従い、文書又は電磁的媒体に記録し、保管及び管理を行う。取締役
及び監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの横断的なリスク状況の監視は、当社のリスク管理委員会を中心
に全部署が連携して行うとともに、リスク管理規程及び職務権限規程に基づく権
限の範囲内で、各部門の所管業務に付随するリスク管理は、当委員会が行う。ま
た、リスク管理の観点から、適宜社内規程の制定及び改定を実施する。内部監査
室はこれらの適切性、有効性を確認する。

　(4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

　当社グループでは、迅速かつ的確な経営判断を行うため、毎月１回の取締役会
を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、業務の適正な運
営と効率化を図るため、取締役会の下に取締役及び各部門責任者等から組織され
る責任者会議を設置することで、職務が常に適正かつ効率的に執行できる体制を
とる。

　(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の経営意思を尊重しつつ、当社取締役が当該子会社の取締役を
兼務するとともに、一定の事項については当社に報告を求め、必要に応じて当社
が当該子会社に対し助言を行うことにより経営管理を行う。また、毎月定期的に
開催される取締役会において、子会社の業務執行の状況を報告することに加え、
内部監査室の内部監査により、子会社の業務が適切に運営されていることを確認
することで、業務の適正を確保する。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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　(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独
立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、必要に応じ監査役が求めた場合には監査役の業務補助のための監査役
スタッフを置くこととし、そのスタッフは、もっぱら監査役の指揮命令に従わな
ければならない。また、当該監査役スタッフの任命・解任・人事異動、人事評価
及び賃金等の改定については、監査役の同意を得た上で取締役会において決定す
るものとし、取締役会からの独立性を確保する。

　(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、その他
の監査役への報告に関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役又は使用人等は、当社監査役に対して、法定の事項に
加え、当社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を遅滞、
遺漏なく報告する。また、監査役監査に必要とする事項に関しても、適宜報告を
行う。
　当社は、当社監査役への報告を行った当社グループの役員及び従業員に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当
社グループの役員及び従業員に周知徹底する。
　当社は、当社監査役がその職務を執行するにあたり必要な費用の支出を求めた
場合、当該監査役の請求に応じてこれを支出する。会社は、当該請求に係る費用
又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、こ
れを拒むことはできないものとする。

　(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、代表取締役社長及び各取締役との意見交換を定期的に行うとともに、
当社の重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握するため、取締役会
をはじめその他の重要な会議へ出席する。また、会計監査を行っている監査法人
から随時報告を受ける場を設けるとともに、監査に関する情報交換を積極的に行
う。

　(9) 財務報告に係る内部統制の整備及び運用に関する体制
　管理本部及び内部監査室は、当社の財務報告の信頼性を担保し、金融庁より2006
年６月に公布された金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の
提出を有効かつ適切に行うため、代表取締役社長の指示の下、財務報告に係る内
部統制を整備し、運用する体制構築を行う。
　また、取締役会は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督責任
を有し、その整備状況及び運用状況を監視する。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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　(10)反社会的勢力排除に向けた体制
　管理本部を統括部署とし、反社会的勢力からの利益供与や民事介入等の不当要
求に屈しない体制を構築する。新規取引先との取引開始に際しては、外部調査機
関を活用し排除を行う。株主の属性判断に際しては、所轄警察署及び福岡県警察
本部、顧問弁護士等の外部専門機関と連携することで、反社会的勢力への対策を
整備する。また、福岡県企業防衛対策協議会に所属し、定期的に反社会的勢力に
対する各種の指導を受けるとともに、情報の共有化を積極的に行う。不良情報等
は、管理本部から全社へ伝達することにより、全社的に反社会的勢力に対して有
効かつ迅速な対応を図る。

業務の適正を確保するための体制の運用状況

Ⅰ．財務報告に係る内部統制
　「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本計画」に基づき、内部
統制評価を実施しました。

Ⅱ．内部監査体制
　「第21期監査実施計画」に基づき、当社及びグループ会社の内部監査を実施し
ました。

 （注）本事業報告に記載している金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

－ 18 －
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連結貸借対照表
（平成29年５月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

流動資産 456,906 流動負債 188,653

現 金 及 び 預 金 276,051 買 掛 金 9,416

売 掛 金 135,371 1年以内返済予定長期借入金 7,316

仕 掛 品 1,988 未 払 金 23,865

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,124 未 払 費 用 103,948

未 収 入 金 6,223 未 払 法 人 税 等 7,469

前 払 費 用 8,563 未 払 消 費 税 等 19,825

繰 延 税 金 資 産 29,303 前 受 金 2,741

そ の 他 1,631 預 り 金 14,035

貸 倒 引 当 金 △3,351 そ の 他 34

固定資産 149,151 固定負債 13,680

有形固定資産 41,703 繰 延 税 金 負 債 13,680

建 物 29,711 負 債 合 計 202,333

工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,633 純資産の部

車 両 運 搬 具 6,358 株主資本 366,588

無形固定資産 2,095 資本金 179,825

ソ フ ト ウ エ ア 2,095 資本剰余金 145,525

投資その他の資産 105,353 利益剰余金 50,061

投 資 有 価 証 券 55,620 自己株式 △8,823

長 期 前 払 費 用 8,203 その他の包括利益累計額 37,136

敷 金 及 び 保 証 金 36,286 その他有価証券評価差額金 37,136

従 業 員 長 期 貸 付 金 2,395

そ の 他 2,847 純 資 産 合 計 403,724

資 産 合 計 606,057 負 債 純 資 産 合 計 606,057

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

( 平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで )

（単位：千円）

科目 金額

売 上 高 1,360,926

売 上 原 価 860,628

売 上 総 利 益 500,297

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 455,749

営 業 利 益 44,547

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

保 育 事 業 収 益 1,741

雑 収 入 400 2,147

営 業 外 費 用

支 払 利 息 191

保 育 事 業 費 用 13,440

雑 損 失 56 13,689

経 常 利 益 33,006

特 別 利 益

助 成 金 収 入 10,668

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13

固 定 資 産 圧 縮 損 10,668

減 損 損 失 873 11,555

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 32,118

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,360

法 人 税 等 調 整 額 △2,886 18,474

当 期 純 利 益 13,644

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,644

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年６月１日

残高
179,825 145,525 45,049 △8,823 361,576

連結会計年度中の変動額

配当金の支払額 ― ― △8,636 ― △8,636

親会社株主に帰属する

当期純利益
― ― 13,644 ― 13,644

連結範囲の変動 ― ― 3 ― 3

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額

（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額

合計
― ― 5,011 ― 5,011

平成29年５月31日

残高
179,825 145,525 50,061 △8,823 366,588
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その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

平成28年６月１日

残高
38,596 38,596 130 400,303

連結会計年度中の変動額

配当金の支払額 ― ― ― △8,636

親会社株主に帰属する

当期純利益
― ― ― 13,644

連結範囲の変動 ― ― △130 △126

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額

（純額）

△1,460 △1,460 ― △1,460

連結会計年度中の変動額

合計
△1,460 △1,460 △130 3,421

平成29年５月31日

残高
37,136 37,136 ― 403,724

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び名称

１社　　株式会社匠工房

②連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更

　株式会社ダブルスキルは平成28年７月29日付で清算結了したため、当連結会

計期間より連結の範囲から除外しております。

③非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2)持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

・有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）によっております。

・原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）によっております。
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産

定率法によっております。

但し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法

によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、費

用処理しております。

・ソフトウエア

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しておりま

す。

・一般債権

　貸倒実績率法によっております。

・貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

④重要な収益及び費用の計上基準

請負工事に係る収益の計上基準

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用しておりま

す。

・その他の工事

　工事完成基準を採用しております。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 取得価額から直接減額している圧縮記帳額

31,277千円

10,668千円

(3) 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結

しております。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等

は、次のとおりであります。

当座貸越限度額総額

借入実行残高

100,000千円

― 千円

差引額 100,000千円

４．連結損益計算書に関する注記

(1)固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　・工具、器具及び備品 13千円

(2)減損損失

　 当連結会計年度において、飲食事業の用に供している資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（873千円）として特別損失に計

上いたしました。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

末の株式数

普 通 株 式 909,600株 －株 －株 909,600株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

末の株式数

普 通 株 式 46,000株 －株 －株 46,000株

(3) 配当に関する事項

 ①配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年８月25日

定時株主総会
普通株式 8 10 平成28年５月31日平成28年８月26日

 ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成29年８月24日

定時株主総会
普通株式 8 利益剰余金 10 平成29年５月31日平成29年８月25日

(4) 当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。)の目的となる株式の種類及び数に関する事項

平成18年５月31日開催の取締役会
決 議 に よ る 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 144,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 360個
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、経営状況が健全な金融機関の短期性
の預金等に限定しており、短期的な運転資金については、自己資金及び銀行借
入により調達しております。なお、デリバティブ取引及び投機的な取引は行わ
ない方針であります。
②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。
　投資有価証券は、市場価格のある株式及び業務上の関係を有する未上場企業
の株式であり、市況や企業価値の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日
であります。
　長期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであります。
③金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、管理本部及び各事業部門に
おける営業担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引
相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による
回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況
や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理
各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当
該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

①現金及び預金 276,051 276,051 －

②売掛金 135,371 135,371 －

③未収入金 6,223 6,223 －

④投資有価証券 55,620 55,620 －

⑤従業員貸付金 2,969 2,969 －

資産計 476,234 476,234 －

①買掛金 9,416 9,416 －

②未払金 23,865 23,865 －

③未払法人税等 7,469 7,469 －

④未払消費税等 19,825 19,825 －

⑤長期借入金 7,316 7,303 △12

負債計 67,892 67,880 △12

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産
①現金及び預金、②売掛金、③未収入金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤従業員貸付金
　一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用区分ごとに、その将来キャ
ッシュ・フローを国債の利回りなど適切な利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

負　債
①買掛金、②未払金、③未払法人税等、④未払消費税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。
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⑤長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む。）
　固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分
当連結会計年度

（平成29年５月31日）

敷金及び保証金 36,286

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、時価開示の対象とはしておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
　該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 467円49銭

(2) １株当たり当期純利益

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

15円80銭

15円58銭
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貸　借　対　照　表
（平成29年５月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

流動資産 418,657 流動負債 176,423

現 金 及 び 預 金 243,370 買 掛 金 751

売 掛 金 130,729 未 払 金 23,665

仕 掛 品 1,686 未 払 費 用 103,151

原 材 料 434 1年以内返済予定長期借入金 6,000

貯 蔵 品 439 預 り 金 13,737

未 収 入 金 6,189 未 払 法 人 税 等 7,146

前 払 費 用 8,355 未 払 消 費 税 等 19,116

立 替 金 757 前 受 金 2,819

繰 延 税 金 資 産 29,143 そ の 他 34

そ の 他 873 固定負債 13,680

貸 倒 引 当 金 △3,323 繰 延 税 金 負 債 13,680

固定資産 155,833 負 債 合 計 190,103

有形固定資産 41,703 純資産の部

建 物 29,711 株主資本 347,250

車 両 運 搬 具 6,358 資本金 179,825

工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,633 資本剰余金 145,525

無形固定資産 2,095 資 本 準 備 金 145,525

ソ フ ト ウ エ ア 2,095 利益剰余金 30,723

投資その他の資産 112,034 利 益 準 備 金 40

投 資 有 価 証 券 55,620 そ の 他 利 益 剰 余 金 30,682

敷 金 及 び 保 証 金 34,517 繰 越 利 益 剰 余 金 30,682

長 期 前 払 費 用 8,203 自己株式 △8,823

関 係 会 社 株 式 8,450 評価・換算差額等 37,136

従 業 員 長 期 貸 付 金 2,395 その他有価証券評価差額金 37,136

そ の 他 2,847 純 資 産 合 計 384,386

資 産 合 計 574,490 負 債 純 資 産 合 計 574,490

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,291,383

売 上 原 価 818,051

売 上 総 利 益 473,331

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 433,430

営 業 利 益 39,900

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

業 務 受 託 料 1,200

保 育 事 業 収 益 1,741

雑 収 入 400 3,347

営 業 外 費 用

支 払 利 息 155

保 育 事 業 費 用 13,440

そ の 他 38 13,634

経 常 利 益 29,613

特 別 利 益

助 成 金 収 入 10,668

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13

固 定 資 産 圧 縮 損 10,668

減 損 損 失 873 11,555

税 引 前 当 期 純 利 益 28,726

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,680

法 人 税 等 調 整 額 △2,844

当 期 純 利 益 10,889

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主資本

合計
資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益

剰余金 利益

剰余金

合計繰越

利益

剰余金

平成28年６月１日

残高
179,825 145,525 145,525 40 28,429 28,469 △8,823 344,996

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― ― ― △8,636 △8,636 ― △8,636

当期純利益 ― ― ― ― 10,889 10,889 ― 10,889

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額

合計
― ― ― ― 2,253 2,253 ― 2,253

平成29年５月31日

残高
179,825 145,525 145,525 40 30,682 30,723 △8,823 347,250

－ 32 －

株主資本等変動計算書
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評価・換算差額等

純資産

合計

その他

有価証券

評価

差額金

評価・換算

差額等

合計

平成28年６月１日

残高
38,596 38,596 383,593

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― △8,636

当期純利益 ― ― 10,889

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

△1,460 △1,460 △1,460

事業年度中の変動額

合計
△1,460 △1,460 793

平成29年５月31日

残高
37,136 37,136 384,386

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 33 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　・仕掛品　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）によ

っております。

　・原材料　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

によっております。

　・貯蔵品　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　定率法によっております。但し、平成28年4月1日

以後に取得した建物附属設備については、定額法

によっております。なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産については、費用処

理しております。

②ソフトウエア　　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能

見込額を計上しております。

　・一般債権　　　　　　　貸倒実績率法によっております。

　・貸倒懸念債権及び

　破産更生債権等

個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計

上しております。

－ 34 －

個別注記表
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(4) 収益及び費用の計上基準

請負工事に係る収益の計上基準

　・当事業年度末までの進捗

　　部分について成果の確実

　　性が認められる工事

工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　・その他の工事　　　　　　　工事完成基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 30,179千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　・短期金銭債権 16千円

(3) 取得原価から直接減額している圧縮記帳額 10,668千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

　・関係会社への売上高 279千円

　・関係会社からの業務委託料 1,200千円

(2) 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　・工具、器具及び備品 13千円

(3) 減損損失

　当事業年度において、飲食事業の用に供している資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（873千円）として特別損失に計上

しました。

－ 35 －

個別注記表
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式　　909,600株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

　　　普通株式　　 46,000株

６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当事業年度
（平成29年５月31日）

繰延税金資産

貸倒引当金 1,013千円

貯蔵品 79

未払事業所税 337

未払事業税 917

未払費用 27,439

一括償却資産 93

電話加入権 254

投資有価証券 1,657

その他 1,569

繰延税金資産小計 33,363

評価性引当額 △4,016

繰延税金資産合計 29,347

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △13,883

繰延税金負債合計 △13,883

繰延税金資産（負債）の純額 15,463

（注）当事業年度における繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に
含まれております。

当事業年度
（平成29年５月31日）

流動資産－繰延税金資産 29,143千円

固定負債－繰延税金負債 △13,680

－ 36 －
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ

るときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当事業年度
(平成29年５月31日)

法定実効税率 30.7％

（調整）

住民税均等割税額 4.0

交際費等永久に損金に算入されない項目 23.3

評価性引当額の増減 4.5

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.1

７．関連当事者との取引に関する注記

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 445円10銭

(2) １株当たり当期純利益

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

12円61銭

12円43銭

－ 37 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年7月18日

メディアファイブ株式会社

取締役会  御中

三優監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 吉川　秀嗣　　印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大神　　匡　　印

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、メディアファイブ株式会社の平成28年６
月１日から平成29年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、メディアファイブ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 38 －

連結計算書類に係る会計監査報告、計算書類に係る会計監査報告、監査役会の監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年７月18日

メディアファイブ株式会社

取締役会  御中

三優監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 吉川　秀嗣　　印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大神　　匡　　印

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、メディアファイブ株式会社の平成
28年６月１日から平成29年５月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 39 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年6月1日から平成29年5月31日までの第21期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

－ 40 －
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年７月24日

メ デ ィ ア フ ァ イ ブ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 　 的 野 　 雅 一 ㊞

監査役 　 秀 島 　 正 博 ㊞

監査役（社外監査役） 　 桝 本 　 美 穂 ㊞

以　上

－ 41 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第21期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案

いたしまして、以下のとおり１株当たり10円とさせていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は8,636,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年８月25日といたしたいと存じます。

－ 42 －

剰余金の処分議案
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第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営機構改革を実施し、取締役会において戦略的かつ機動的に意
思決定が行えるよう１名減員し、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

１

う え の  え り や

上　野　英理也
(昭和34年９月17日生)

昭和63年４月　タウ技研株式会社（現　株式会社ユビ
テック）入社

昭和63年11月　アイテル株式会社入社
平成６年３月　日本電算株式会社入社
平成８年６月　当社設立、代表取締役社長就任
平成19年６月　当社代表取締役社長兼開発本部長就任
平成21年６月　当社代表取締役社長兼ＳＩ事業部長兼

経営情報室長就任
平成22年６月　当社代表取締役社長就任
平成23年６月　当社代表取締役社長兼ＳＩ本部長就任
平成24年６月　当社代表取締役社長就任
平成27年６月　当社代表取締役社長兼採用・育成本部

長就任
平成28年６月　当社代表取締役社長兼ＢｔｏＢソリュ

ーション本部長就任
平成29年６月　当社代表取締役社長兼ＢｔｏＣソリュ

ーション本部長就任（現任）

239,600株

（取締役候補者とした理由）
　当社の社長として長年にわたりグループ全体の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献して
おります。ＩＴ業界における豊富な経験及び企業経営者としての実績を十分に有しており、当社
グループの継続的な成長のために適切な人材であることから、引き続き取締役候補者としており
ます。

－ 43 －

取締役選任議案
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候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

２

つじ　　　としひこ

辻　　　俊　彦
(昭和35年４月17日生)

昭和59年４月　住友不動産株式会社入社
平成元年３月　エヌイーディー株式会社（現　安田企

業投資株式会社）入社
平成８年２月　九州建設株式会社入社
平成11年２月　ジャパンメディアシステム株式会社入

社
平成12年２月　株式会社パソナテック入社
平成13年６月　住信インベストメント株式会社入社
平成14年８月　当社社外取締役就任
平成17年６月　株式会社イーツリーズ・ジャパン社外

取締役就任（現任）
平成20年６月　株式会社ジェイキャスト入社
平成21年２月　サイファー・テック株式会社取締役就

任
平成22年６月　ＰＣＩホールディングス株式会社入社
平成26年８月　当社社外取締役就任（現任）

―株

（社外取締役候補者とした理由）
　当社の取締役としてグループ全体の経営に適切な助言、監督を行い、企業価値の向上に貢献し
ております。また、他社の取締役に就任していた経緯から、豊富な経験及び企業経営に関する幅
広い知見を有しており、取締役会の機能強化に適切な人材であることから、引き続き社外取締役
候補者としております。

３

い な だ 　 き よ た か

稲　田　清　崇
(昭和23年９月13日生)

昭和51年４月　住友金属工業株式会社（現　新日鐵住
金株式会社）中央技術研究所入社

平成10年４月　株式会社アイスリーコム取締役就任
平成12年７月　株式会社住友金属システムソリューシ

ョンズ（現　キヤノンITソリューショ
ンズ株式会社）執行役員事業部長就任

平成22年７月　株式会社アイスリーコム代表取締役就
任

平成22年７月　当社入社　シニアアドバイザー就任
平成23年４月　ESETビジネスデベロップメントディレ

クター就任
平成28年８月　当社取締役就任
平成29年７月　当社取締役経営戦略担当就任（現任）

20,000株

（取締役候補者とした理由）
　当社の取締役として経営に適切な助言、監督を行い、企業価値の向上に貢献しております。大
手情報サービス会社の役員として培われた高い知見に基づく大局的な観点を有しており、引き続
き取締役候補者としております。

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

４

か わ の 　 い ぶ き

河　野　　　活
(昭和46年４月20日生)

平成８年４月　財団法人日本缶詰検査協会（現　一般
財団法人食品環境検査協会）入社

平成11年５月　双葉産業株式会社入社
平成12年７月　碓井町商工会（現　嘉麻市商工会）入

所
平成18年12月　当社入社
平成21年６月　当社ＳＩ事業部部長就任
平成24年６月　当社内部監査室長就任
平成25年６月　当社ＢｔｏＢソリューション本部部長

就任
平成25年９月　当社内部監査室長兼社長室長就任
平成26年６月　当社管理本部長兼社長室長就任
平成27年８月　当社取締役管理本部長兼社長室長就任

（現任）
平成27年８月　株式会社匠工房取締役就任（現任）
平成27年８月　株式会社ダブルスキル代表取締役会長

就任
平成28年３月　株式会社ダブルスキル清算人就任

7,200株

（取締役候補者とした理由）
　当社のソリューション事業をはじめ幅広い領域で責任者を歴任し、現在は総務、人事、経理等
の管理部門を統括し、その責務を十分に果たしております。当社グループの経営戦略の遂行及び
管理部門の強化において適切な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

５

く た み 　 あ き ら

久多見　　　旭
(昭和53年11月13日生)

平成13年４月　当社入社
平成20年12月　当社技術本部部長就任
平成21年６月　当社ＳＩ事業部部長就任
平成23年６月　当社ＳＩ本部ソリューショングループ

長就任
平成24年６月　当社ＢｔｏＣソリューション本部長就

任
平成26年８月　当社取締役ＢｔｏＣソリューション本

部長就任
平成29年６月　当社取締役ＢｔｏＢソリューション本

部長就任（現任）

8,800株

（取締役候補者とした理由）
　当社のソリューション事業を統括し、その職責を十分に果たしております。ＩＴ分野に関する
卓越した専門知識及び企業経営者としての十分な実績を有しており、当社グループの継続的な企
業価値向上のために適切な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

６

な か す 　 り ゅ う じ

中　須　龍　二
(昭和49年４月18日生)

平成13年７月　当社入社
平成19年６月　当社ＳＥＳ本部長就任
平成19年９月　当社執行役員ＳＥＳ本部長就任
平成20年６月　当社執行役員技術本部長就任
平成21年６月　当社執行役員ＳＥＳ事業部東京本部長

就任
平成22年６月　当社ＳＩ事業部部長就任
平成23年６月　当社ＳＩ本部Bakoon!!グループ長就任
平成24年６月　当社ＢｔｏＣソリューション本部長就

任
平成26年６月　当社運用・サポート本部長就任
平成27年８月　当社取締役運用・サポート本部長就任

（現任）

15,000株

（取締役候補者とした理由）
　当社のソリューション事業を統括し、その職責を十分に果たしております。ＩＴ分野に関する
卓越した専門知識及び企業経営者としての十分な実績を有しており、当社グループの継続的な企
業価値向上のために適切な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．辻俊彦氏は社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者の選任理由、社外取締役としての独立性及び社外取締役と

の責任限定契約について
（1）社外取締役候補者の選任理由及び独立性について

①辻俊彦氏を社外取締役候補者とした理由は、他社の取締役に就任してい
た経緯から、豊富な経験及び企業経営に関する幅広い知見を有しており、
取締役会の機能強化に適切な人材であると判断したためであります。

②辻俊彦氏は当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産
を受ける予定はなく、また過去３年間に受けていたこともありません。

③辻俊彦氏は当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

④辻俊彦氏は過去５年間に当社の特定関係事業者の業務執行者となったこ
とはありません。

（2）社外取締役との責任限定契約について
　当社は、社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外
取締役との間で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結
できる旨を定款で定めております。辻俊彦氏が選任された場合、当社は、
当該責任限定契約を継続締結する予定であります。
　その契約内容の概要は、次のとおりであります。
①社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責
任を負う。

－ 46 －

取締役選任議案
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②上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となっ
た職務の遂行について、善意でかつ重大な過失がないときとする。

４．辻俊彦氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。

以上

－ 47 －

取締役選任議案
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株主総会会場ご案内図

福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目7番21号
タカクラホテル福岡　２階　「富士の間」

TEL 092-731-1661
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渡辺通
２丁目バス停

キャナルシティ
博多
キャナルシティ
博多

那珂川那珂川

地下鉄
天神南駅
地下鉄
天神南駅

大丸
(エルガーラ)
大丸
(エルガーラ)

地下鉄
祗園駅
地下鉄
祗園駅

天神、三越、大丸（エルガーラ）より徒歩５分

西鉄「薬院駅」北口より徒歩１分

地下鉄七隈線「薬院駅」より徒歩２分

ＪＲ博多駅より車で約７分

福岡国際空港より車で約20分

地図




